










































The historical background of the founding of the













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（文部科学省 HP45）,  上畠洋祐 46）を参考に筆者作成）
戦後における看護大学創立の歴史的背景 23
比較分析を行った48）。このように2例の先行研
究から自然科学による分析からも，看護系大学
急増の背景には平成の規制緩和が大きな要因と
なったことがわかる。
終章　戦後から現在までの看護教育
　戦後から平成までの看護教育がどのような時
代背景の影響を受けてきたのか，文献の分析・
解釈を行い再検討した結果，看護教育の大学化
が創立より遅々として進まなかった要因は，社
会情勢における看護婦不足が主要であったと
いえる。大まかな要因として明治期には感染症，
大正・昭和初期には戦争があげられているが，
戦後は高度経済成長期における労働力が求めら
れたことがあげられる。しかし，平成に入ると
看護系大学創設が急増することとなる。その要
因は，医療の高度化・高齢化社会への対応に伴
う看護の人材確保が大きな問題となり，18歳人
口の減少と大学創立の規制緩和も影響し，看護
系大学が急増していったことが明らかとなった。
　戦後GHQによる占領下のもとで看護婦の質
の向上がはかられ，1952（昭和27）年には高知
女子大学で，わが国で最初の看護大学教育が開
始された。その後，薄井坦子によるナイチンゲー
ル理論の学問としての体系化がなされ，1985（昭
和60）年には日本学術会議第14期第7部会（医・
歯・薬学）に登録され，学問として発展してきた。
　一方で看護大学の創設は，高度な教育を受け
た看護婦養成ではなく保健婦養成や保健活動に
高度な教育を目的としたといえよう。特に東京
大学の学科新設には，その当時の看護婦と差別
化をはかるため「衛生看護」という名称にする
など，一般的な看護婦養成との違いを主張して
いる。その後も身分向上や教育の高等化を進め
るが，1960年代には看護婦不足が社会問題とな
るとともに早急な養成が求められた。慢性的な
看護婦不足を解消するために，その養成が高等
学校で始まったことは，看護教育の高等化とは
矛盾がみられるところである。そして専門学校
や師範学校が大学に昇格していく中で，看護は
生徒の95％を女子が占め，「良妻賢母」養成の
花嫁修業の教育が中心であった私立女子短期大
学の教育へと進んでいった。
　1990年代以降には，大学創設の規制緩和や18
歳人口の減少に伴う大学全入時代において，進
学率の増加，市場化，民営化に伴った大規模な
改革が行われ，少子化や大学経営の改革に対し
て，看護系の大学が平成から現在までの30年
間に爆発的に増加していった。特に2004（平成
16）年からの創設のほとんどは私立大学が占め
ており，その背景には「看護教育大学化」とい
う形に変えた「私立大学運営」が要因であった
ことは否定できない。看護教育はナイチンゲー
ルの思想を受け継ぐ「生命力の消耗を最小限に
生活環境を整える」ことであったが，現在の看
護大学教育は一般企業や政治家など，さまざま
な業界が関わっており，医療現場を知らない大
学トップが学生確保だけに奔走し，国家試験合
格率こそが大学の顔になっている。そのため人
件費を抑え教員数は最低限，疲弊した教員は教
育研究歴も詰めない状況である。看護教育の大
学化は看護学が，「学」という名称を付け足し
ただけの煩瑣な知識の寄せ集めで，教育の質を
上げるどころか単なる経済活動の一環となって
いることは否めない。
　わが国のナイチンゲールの思想である看護教
育が開始されて136年，その教育は国の発展と
ともにさまざまな歴史的影響を受けてきた。医
学やアメリカ路線に乗ったわが国の看護界は，
いわゆる「お偉いナース」の出現により，教育
の質の向上につながっていくのだろうか。看護
学が実学であり，その本質が「生命力の消耗を
最小限に生活環境を整える」ことであるならば，
自然科学では証明されない文化や人間の価値を
尊重した個人を対象に教育が行われ，経済活動
とは切り離して考えていくべきであろう。
　今回の研究では，看護教育に影響を与えたと
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考えられる社会的背景を概観してきたが，大ま
かな時代背景に過ぎない。今後さらに看護系大
学で行われている教育について事実を明らかに
していくことが求められる。　
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